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連 結 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）
　該当事項はありません。

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数…………………………39社

連結子会社の名称
横浜機工㈱、㈱スミハツ、㈱アイテス、日発精密工業㈱、日発販売㈱、日発運輸㈱、㈱
ニッパツサービス、日本シャフト㈱、㈱ニッパツパーキングシステムズ、㈱ホリキリ、
ニッパツフレックス㈱、特殊発條興業㈱、東北日発㈱、フォルシア・ニッパツ九州㈱、
ニッパツ・メック㈱、ニッパツ機工㈱、㈱トープラ、ニッパツ九州㈱、ニッパツ水島㈱、
NHKスプリング（タイランド）社、日発精密（泰国）有限公司、NHKマニュファクチャ
リング（マレーシア）社、NATペリフェラル社、広州日正弾簧有限公司、広州日弘機電
有限公司、鄭州日発汽車零部件有限公司、日發電子科技（東莞）有限公司、日発投資有
限公司、湖北日発汽車零部件有限公司、NHKスプリングインディア社、NHKインターナ
ショナル社、ニュー メーサー メタルス社、NHK オブ アメリカ サスペンション コンポ
ーネンツ社、NHK シーティング オブ アメリカ社、NHK スプリング プレシジョン オ
ブ アメリカ社、トープラ アメリカ ファスナー社、日本発条（欧州）㈱、ニッパツメキ
シコ㈱、NHKスプリングハンガリー社

（2）非連結子会社
主要な非連結子会社の名称

アヤセ精密㈱、㈱ジー・エル・ジー、広州福恩凱汽配有限公司、NHK オートモーティ
ブ コンポーネンツ インディア社

連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な
影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結子会社数…………４社

持分法適用の非連結子会社の名称……アヤセ精密㈱、㈱ジー・エル・ジー、広州福恩凱汽
配有限公司、NHK オートモーティブ コンポーネン
ツ インディア社

持分法適用の関連会社数………………５社
持分法適用の関連会社の名称…………㈱シンダイ、フォルシア・ニッパツ㈱、イベリカ デ 

ススペンシオネス社、ラッシーニ－NHK アウトペ
サス社、佛吉亜日発（襄陽）汽車座椅有限公司

（2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社
主要な会社名

㈱ニッパツ・ハーモニー
持分法を適用しない理由
　持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に
見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適
用から除外しております。

３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産
主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切
下げの方法）

－ 3 －
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②有価証券
その他有価証券

時価のあるもの
決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの
主として移動平均法による原価法

③デリバティブ
時価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

　主として法人税法に規定する定率法を採用しております。
　当社の本社の建物及び構築物については定額法を採用しております。
　また、当社及び国内連結子会社については、1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、法人税法に規定する定額法を採用しております。

②少額減価償却資産（リース資産を除く）
　取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規定に基
づき３年間で均等償却しております。

③無形固定資産（リース資産を除く）
　主として定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

④リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

②役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に
見合う分を計上しております。

③役員退職慰労引当金
　国内連結子会社は役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程もしくは内規
に基づく期末要支給額を計上しております。

④執行役員退職慰労引当金
　当社及び国内連結子会社は執行役員の退職慰労金の支出に備えて、執行役員退職慰労金
規程もしくは内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（4）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約（一部の通貨スワップ及び通貨オ
プションを含む）については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワ
ップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ヘッジ対象
為替予約 外貨建予定取引
金利スワップ 借入金
金利通貨スワップ 借入金
通貨スワップ 貸付金

－ 4 －
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③ヘッジ方針
　当社グループの内部規程である「資金管理規程」に基づき、為替変動リスク及び金利変
動リスクをヘッジするために行うことを原則としております。
　なお、主要なリスクである外貨建売掛債権の為替変動リスクに関しては、リスクを回避
する目的で包括的な為替予約を行っており、為替予約取引は通常の外貨建営業取引に係る
輸出実績等をふまえた範囲内で実施しております。

④ヘッジ有効性評価の方法
　為替予約取引については為替予約等の契約締結時に内部規程である「資金管理規程」に
従っていることを確認することで、有効性評価の方法としております。また金利スワップ
のうち特例処理の要件を満たすものについては、金融商品に係る会計基準に基づき有効性
評価を省略しております。

（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
①消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
②のれんの償却に関する事項

　のれんの償却については、発生原因に応じ５年以内で均等償却しております。
③退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見
込み額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として
15～16年）による定額法により按分した額を費用処理しております。
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10～
16年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して
おります。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資
産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る
期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31
日）を当連結会計年度より適用し、（重要な会計上の見積り）を開示しております。

（連結損益計算書）
　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「助成金収入」
は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。
　なお、前連結会計年度の「助成金収入」は17百万円であります。
　また、前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「災害
による損失」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しておりま
す。
　なお、前連結会計年度の「災害による損失」は7百万円であります。
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（重要な会計上の見積り）
１．米国の懸架ばね事業における有形固定資産の減損損失の認識の要否
（1）当年度の連結計算書類に計上した金額

減損損失　－百万円、　有形固定資産　10,524百万円
（2）連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①算出方法
　米国の懸架ばね事業の連結子会社（NHK オブ アメリカ サスペンション コンポーネン
ツ社及びニュー メーサー メタルス社）において、事業環境の変化に伴い継続的に営業損
失を計上しているため、固定資産の減損損失の計上の検討を行いましたが、回収可能性テ
ストの結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が資産グループの帳簿価額を上回って
いるため、減損損失を計上しておりません。
　両社は米国会計基準を適用しており、割引前将来キャッシュ・フローの算定は、取締役
会によって承認された事業計画を基礎として見積られております。

②主要な仮定
　減損損失の認識の要否の判定において、割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた
主要な仮定は、販売数量及び売上総利益率であります。
　販売数量は、顧客から得られる受注見込み数量を基礎とし、売上総利益率は事業計画で
実施を予定している原価改善を含んだ売上原価を基礎としております。また、事業計画の
対象年度以降において、米国における自動車生産台数が大きく減少する合理的な見通しが
ないことから、同水準の販売数量及び売上総利益率が継続するとの仮定に基づいておりま
す。
　なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に関して、当連結会計年度末時点で入手可
能な情報に基づき、2022年３月期の一定期間にわたり当影響が引き続き継続するものと
の仮定に基づいております。

③翌年度以降の連結計算書類に与える影響
　主要な仮定である販売数量及び売上総利益率は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大
や米国における自動車生産台数の大幅な減少などの将来の不確実な経済状況や競争条件の
悪化などによる会社の経営状況の変化の影響を受ける可能性があり、これらの影響により、
翌連結会計年度以降に減損損失を計上する可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 381,175百万円
２．保証債務等

非連結子会社等の金融機関からの借入に対する
債務保証 1,044百万円
従業員の金融機関からの借入に対する債務保証 15百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 244,066,144株
２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2 0 2 0 年 ６ 月 2 5 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 1,177 5.0 2020年３月31日 2020年６月26日

2 0 2 0 年 1 1 月 ５ 日
取 締 役 会 普通株式 1,167 5.0 2020年９月30日 2020年12月２日

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決　議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2021年６月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 2,736 12.0 2021年３月31日 2021年６月28日

－ 6 －
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、主として銀行等金融機関か
らの借入又は社債の発行により資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、売掛金管理規程に沿ってリスク低減を図っ
ております。また、外貨建て債権の為替変動リスクは先物為替予約を利用してヘッジしており
ます。投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行
っております。
　借入金の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であり、一部の長期借入金
の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。
なお、デリバティブ取引は資金管理規程に従い，実需の範囲で行うこととしております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

区　分 連結貸借対照表
計上額 時　　価 差　　額

（1）現金及び預金 79,331 79,331 －

（2）受取手形及び売掛金 140,633 140,633 －

（3）投資有価証券

その他有価証券 46,524 46,524 －

（4）長期貸付金 2,938 2,979 41

資産計 269,427 269,468 41

（5）支払手形及び買掛金 80,555 80,555 －

（6）電子記録債務 33,114 33,114 －

（7）短期借入金 43,053 43,053 －

（8）未払法人税等 3,702 3,702 －

（9）設備関係支払手形 2,557 2,557 －

(10）長期借入金 26,211 26,164 △46

(11）リース債務 467 465 △1

負債計 189,662 189,613 △48

(12）デリバティブ取引（＊） 64 64 －
（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計での正味の債務となる項目

については、()で示しております。

（注）1.  金融資産の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

（3）投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（4）長期貸付金
長期貸付金の時価については、回収可能性を反映した元利金の受取見込額を国債利回り等適切な指標
の利率により割り引いた現在価値により算定しております。

（5）支払手形及び買掛金（6）電子記録債務（7）短期借入金（8）未払法人税等（9）設備関係支払手形
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

(10）長期借入金（11）リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定され
る利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、変動金利による長期借入金は金利スワッ
プの特例処理の対象とされており（下記(12)参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利
金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する
方法によっております。

(12）デリバティブ取引
契約を締結している金融機関から提示された価格に基づき算定しております。なお、金利スワップの
特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その
時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(10)参照）。
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2.　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

区　分 連結貸借対照表計上額

子会社及び関連会社株式（非上場） 8,251

その他の非上場株式 980
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資
有価証券」には含めておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,245円48銭
２．１株当たり当期純利益 40円45銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

（その他の注記）
１．減損損失

　以下の資産について減損損失を計上しております。
（単位：百万円）

用途 場所 種類 金額

生産設備

岩手県北上市

機械装置及び運搬具 24

建設仮勘定 97

その他の有形固定資産 4

無形固定資産 0

岩手県奥州市

機械装置及び運搬具 10

建設仮勘定 8

その他の有形固定資産 0

無形固定資産 2

メキシコ
建物及び構築物 67

機械装置及び運搬具 216

合計 433

（減損損失に至った経緯）
　生産設備においては、収益性が低下し投資額の回収が見込めなくなったことから、帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（資産のグルーピングの方法）
　管理会計上の区分を考慮して資産グループを決定しております。

（回収可能価額の算定方法）
　岩手県北上市、岩手県奥州市の生産設備においては、正味売却価額により測定しております。
正味売却価額は、不動産鑑定評価額等に基づいた合理的な見積りによって算定しております。
　メキシコの生産設備においては、使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを
7.9％で割り引いて算定しております。

２．訴訟事項等
　ハードディスクドライブ（HDD）用サスペンションの製造販売について、2019年7月に米
国シャーマン法（独占禁止法）に違反したとして、米国司法省と司法取引契約に合意し、罰金
を支払いました。
　また、本事案については、米国及びカナダにおいて損害賠償を求める消費者集団訴訟も提起
されております。
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個 別 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）
　該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）たな卸資産

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法によ
り算定）

（2）有価証券
子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの
決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法

（3）デリバティブ
時価法

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

　法人税法に規定する方法と同一の基準による定率法による減価償却のほかに機械装置の一
部については会社の計算による短縮年数による減価償却を実施しております。但し、本社（本
館棟、研究開発棟、厚生棟）の建物及び構築物については、法人税法に規定する方法と同一
の基準による定額法による減価償却を実施しております。また、1998年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物については、定額法を採用しております。

（2）少額減価償却資産
　取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規定に基づ
き３年間で均等償却しております。

（3）無形固定資産
　法人税法の規定に基づく減価償却と同一の基準による定額法を採用しております。なお、
自社利用のソフトウェアに関しては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

（4）長期前払費用
　法人税法の規定に基づく減価償却と同一の基準による定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

（2）役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う
分を計上しております。

（3）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産に基づき、期末
に発生している額を計上しております。過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。
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（4）執行役員退職慰労引当金
　当社は、執行役員の退職慰労金の支出に備えて、執行役員退職慰労金規程に基づく期末要
支給額を計上しております。

４．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約（一部の通貨スワップ及び通貨オプ
ションを含む）については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップ
については特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ヘッジ対象
為替予約 外貨建予定取引
金利スワップ 借入金
金利通貨スワップ 借入金
通貨スワップ 貸付金

（3）ヘッジ方針
　当社の内部規程である「資金管理規程」に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクを
ヘッジするために行うことを原則としております。なお、主要なリスクである外貨建売掛債
権の為替変動リスクに関しては、リスクを回避する目的で包括的な為替予約取引を行ってお
ります。また、為替予約取引は通常の外貨建営業取引に係る輸出実績等をふまえた範囲内で
実施しております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法
　為替予約取引については為替予約等の契約締結時に内部規程である「資金管理規程」に従
っていることを確認することで、有効性評価の方法としております。また金利スワップにつ
いては、すべて特例処理の要件を満たすものであり、金融商品に係る会計基準に基づき有効
性評価を省略しております。

５．その他計算書類作成のための重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結
計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31
日）を当事業年度より適用し、（重要な会計上の見積り）を開示しております。

（重要な会計上の見積り）
精密部品事業の厚木工場における有形固定資産の減損損失の認識の要否

（1）当年度の計算書類に計上した金額
減損損失　－百万円、　有形固定資産　7,427百万円

（2）計算書類利用者の理解に資するその他の情報
①算出方法

　精密部品事業の厚木工場において、事業環境の変化に伴い継続的に営業損失を計上して
いるため、固定資産の減損損失の計上の検討を行いましたが、当該資産グループから得ら
れる割引前将来キャッシュ・フローの総額が資産グループの帳簿価額を上回っているため、
減損損失を計上しておりません。
　割引前将来キャッシュ・フローの算定は、取締役会で承認された事業計画を基礎として
見積もられております。
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②主要な仮定
　減損損失の認識の要否の判定において、割引前将来キャッシュ・フローの算出に用いた
主要な仮定は、販売数量であります。
　販売数量は、顧客から得られる受注見込み数量を基礎としております。また、事業計画
の対象年度以降においても、同工場の主力製品となる電動車用モーターコアの需要増加が
見込まれるものの、保守的に検討を行い同水準の販売数量が継続するものとの仮定に基づ
いております。
　なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に関して、当事業年度末時点で入手可能な
情報に基づき、2022年3月期の一定期間にわたり当影響が引き続き継続するものとの仮定
に基づいております。

③翌年度以降の計算書類に与える影響
　主要な仮定である販売数量は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大などの将来の不確
実な経済状況や電動車の需要減少、競争条件の悪化などによる経営状況の変化の影響を受
ける可能性があり、これらの影響により翌事業年度以降に減損損失を計上する可能性があ
ります。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 165,179百万円

２．保証債務等
保証債務

（1）次の関係会社等について、金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。
被保証者 保証金額

ＮＨＫインターナショナル社 553百万円

ラッシーニＮＨＫ アウトペサス社 674百万円

ＮＨＫマニュファクチャリング （マレーシア）社 110百万円

ＮＨＫ オートモーティブ コンポーネンツ インディア社 18百万円

従業員 15百万円

合計 1,372百万円

（2）次の関係会社の仕入債務に対し債務保証を行っております。
関係会社 保証金額

株式会社スミハツ 1,028百万円

ニッパツ・メック株式会社 1,020百万円

日発運輸株式会社 812百万円

横浜機工株式会社 783百万円

ニッパツフレックス株式会社 624百万円

株式会社ニッパツサービス 343百万円

東北日発株式会社 299百万円

日発精密工業株式会社 279百万円

ニッパツ機工株式会社 251百万円

株式会社アイテス 136百万円

合計 5,578百万円

（3）在外子会社が受ける国庫補助金に対して、交付条件不履行時の返還保証を行っております。
被保証者 保証金額

ＮＨＫスプリングハンガリー社 491百万円
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３．関係会社に対する金銭債権・債務
関係会社に対する短期金銭債権 44,487百万円

長期金銭債権 35,795百万円
関係会社に対する短期金銭債務 51,185百万円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

売上高 62,300百万円
仕入高 69,606百万円
販売費及び一般管理費 5,781百万円
営業取引以外の取引高 7,007百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の
株 式 数

当事業年度増加
株 式 数

当事業年度減少
株 式 数

当事業年度末の
株 式 数

普 通 株 式 8,637千株 7,409千株 0千株 16,047千株

（注）1.　自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得7,409千株及び単元未満株式の買取り0
千株による増加分であります。

2.　自己株式の数の減少は、単元未満株式の売渡し0千株による減少分であります。

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

投資有価証券等評価損 14,697百万円
未払賞与 1,626百万円
開発費否認 1,370百万円
貸倒引当金 1,218百万円
減価償却費損金算入限度超過額 828百万円
その他 1,365百万円
繰延税金資産小計 21,106百万円
評価性引当額 △16,114百万円
繰延税金資産合計 4,991百万円
繰延税金負債との相殺額 △4,991百万円
繰延税金資産の純額 －百万円

２．繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
その他有価証券評価差額金 △9,836百万円
圧縮記帳準備金 △1,242百万円
前払年金費用 △809百万円
繰延税金負債小計 △11,888百万円
繰延税金資産との相殺額 4,991百万円
繰延税金負債の純額 △6,897百万円

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している固定資産の主なもの
は、自動車・フォークリフト等であります。
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

会社名 住所
資本金又は

出資金
(百万円)

主要な事業の
内容

議決権等の
所有割合
(％)

関係内容
取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

フォルシア・ニ
ッパツ株式会社

横浜市
中区 400 シート事業  直接 50.0 －名 当社取引先 製品の販売

(注)1,2 17,264 売掛金 5,496

日本シャフト株
式会社

横浜市
金沢区 390 産業機器ほか

事業
 直接 58.4
 間接  7.6 １名 当社取引先 資金の借入

(注)3 － 短期借入金 6,429

日発運輸株式会
社

横浜市
金沢区 120 産業機器ほか

事業
 直接 87.1
 間接 10.0 １名 当社取引先 資金の借入

(注)3 － 短期借入金 4,484

NHKスプリング
(タイランド)社

タイ
サムトプラ
カーン県
バンピー郡

百万バーツ
410

懸架ばね事業
シート事業
精密部品事業

 直接 93.5 １名 当社技術
支援先 受取配当金 3,876 － －

NHKインター
ナショナル社

アメリカ合
衆国ミシガ
ン州ノバイ
市

千米ドル
4,750 懸架ばね事業  直接 100.0 ２名 当社取引先

資金の貸付 7,395 短期貸付金 7,151

資金の貸付 11,576 長期貸付金 22,463

ニッパツメキシ
コ株式会社

メキシコ合
衆国グアナ
ファト州

百万ペソ
498

懸架ばね事業
精密部品事業

 直接 41.9
 間接 58.1 －名 当社技術

支援先 資金の貸付 1,735 長期貸付金 6,372

NHKスプリン
グハンガリー社

ハンガリー
共和国コマ
ーロム・エス
テルゴム県
タタ市

百万ハンガ
リーフォリ

ント
19,469

懸架ばね事業  直接 100.0 －名 当社技術
支援先

増資の引受
(注)4 13,127 － －

（注）1.　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
2.　取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の販売については、市場価格等を参考に決定しております。
3.　余剰資金の預かり及び貸出しは、CMS（キャッシュマネジメントシステム）により実施しております。随時

資金移動を行っていることから、取引金額欄への記載は行っておりません。
4.　増資の引受は、子会社が行った増資を全額引き受けたものであります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 707円05銭
２．１株当たり当期純利益 21円36銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

（その他の注記）
訴訟事項等
　ハードディスクドライブ（HDD）用サスペンションの製造販売について、2019年7月に米
国シャーマン法（独占禁止法）に違反したとして、米国司法省と司法取引契約に合意し、罰金
を支払いました。
　また、本事案については、米国及びカナダにおいて損害賠償を求める消費者集団訴訟も提起
されております。

－ 13 －

個別注記表


